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 塗料に関わる化学物質管理と
リスク評価の動向
Rules and Regulations on Environmental Protection (No.11)
Trends in Chemical Management and Risk Assessment for Paints

1. はじめに
　
　塗料は、従来から求められてきた製品素材の劣化を護りこ
れを永く維持するためや、色やデザインで製品自体の価値を
高めることに加え、製品の表面を改質することで有益な機能
性を付与する目的などにも使用されている。様々なニーズに
応えるため、塗料は数多くの化学物質の組み合わせから作
られているが、優れた利点をもつ化学物質であっても、その
管理が適切でなければ災害等を生じることが懸念される。ま
た、（一社）日本塗料工業会の調査によれば、日本の塗料メー
カの三十社以上が、海外二十数カ国へ進出している。塗
料を取り巻くこうした状況の中、本稿では、主に塗料に関わ
る化学物質管理の国際動向と日本国内・海外の最近の法
規制動向、リスク評価（リスクアセスメント）の最新動向につい
て概説する。

2. 世界の化学物質管理動向

　近年、地球規模の環境問題に対する取り組みの必要性
が提唱され、化学物質管理に関する規制は、グローバルな
枠組みの中で進んでいる。図１に世界の化学物質管理に
関する法規制動向を示す。1992年の国連環境開発会議に
はじまり、2002年の持続可能な開発に関する世界首脳会議

（ＷＳＳＤ注1））で、「2020年までに化学物質の製造と使用によ
る人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化する」
ことが合意された。これを具体化するための方策としてＳＡＩＣ
Ｍ注2）（国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ）
が2006年に国際化学物質管理会議（ＩＣＣＭ注3））で国際的に
合意され、各国・地域の化学物質管理法規制の見直し、
改正が進められている。化学物質管理に関する国際的な
法規制は、ハザード（有害性）管理からばく露とハザード情報
に基づくリスク管理に移行している。そして化学物質のハザー
ドを、国際的に統一した基準に従って分類し、その結果をラ
ベルや安全データシート（ＳＤＳ）に表記して、災害防止及び
人の健康や環境保護に役立てるシステムであるＧＨＳ注4）（化
学品の分類及び表示に関する世界調和システム）の導入が
進められている状況にある。
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化学産業界では、このような化学物質管理法規制に対応
するため、自主管理活動であるレスポンシブル・ケア（ＲＣ：
Responsible Care）を通じてＳＡＩＣＭに貢献するべく、サプ
ライチェーン全ての過程における環境影響や人健康に対す
るリスクを最小化する努力と責任を果たしていく活動を、プロ
ダクトスチュワードシップ（ＰＳ：Product Stewardship）と称し
て推進している。ＰＳを実行するための具体策としてグロー
バルプロダクト戦略（ＧＰＳ：Global Product Strategy）が 策
定されており、日本ではＪＩＰＳ（Japan Initiative of Product 
Stewardship）の名称で（一社）日本化学工業協会が主導し
て進めている。企業がＪＩＰＳを推進することにより、次に示す
メリットがあるとされている１）。
　１. 企業の信頼性向上
　２. 顧客、行政当局、一般市民、ＮＰＯなどとの関係強化
　３. 不必要な規制の回避と規制遵守のためのコスト削減
　４. 不測の事態とその解決のためのコスト負荷回避
　５. 企業競争力の強化

1992 年 国連環境開発会議

2002 年 持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD 注 1））
・化学品の悪影響を 2020 年までに最小化
・化学品分類表示の国際調和（GHS 注 4））の実施

2003 年 GHS 国連勧告

2006 年 第 1 回 国際化学物質管理会議（ICCM 注 3））
・SAICM 注 2）の採択
・以降 3 年毎に開催

注 1）WSSD：World Summit on Sustainable Development
注 2）SAICM：Strategic Approach to International Chemicals 
　　 Management
注 3）ICCM：International Conference on Chemical Management
注 4）GHS：Globally Harmonized  System of Classification and 
　　 Labelling of Chemicals

図１　世界の化学物質管理に関する主な法規制動向
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3. 日本国内の主な化学物質管理法規制

　日本の化学物質管理に関わる法規制体系を図２に示す。
このうち、塗料に関わる法令について、以下に概説する。

　3.1  化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律
　　　（化審法）　　　
　化審法は、人の健康または動植物の生息・生育に支障
を及ぼすおそれのある化学物質による、環境の汚染を防止

することを目的とした法律である。化学物質をその製造また
は輸入の段階で規制することから、日本における化学物質
管理法規制の基礎といえる。昭和48年の施行後、何回か
改正されており、最近では、安全性評価に関わる措置を見
直すとともに、上述の国際的動向をふまえた規制合理化の
ための措置等を講ずることを目的として、平成22年と23年の
２段階に分けて改正施行された。改正された化審法の運用
イメージを図３に示す。

廃棄

急性毒性

長期毒性

図 2　日本の化学物質管理に関わる法規制体系 2）
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図 3　化審法の運用イメージ 3）
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　3.2  特定化学物質の環境への排
出量の把握等及び管理の改善の促
進に関する法律（化管法）

　化管法は、ＰＲＴＲ制度とＳＤＳ制度
を柱として、事業者による化学物質の
自主的な管理の改善を促進し、環境
の保全上の支障を未然に防止するこ
とを目的とした法律である。ＰＲＴＲ制
度とは、人の健康や生態系に有害な
おそれのある化学物質が、事業所か
ら環境（大気、水、土壌）へ排出され
る量及び廃棄物に含まれて事業所外
へ移動する量を、事業者が自ら把握
して国に届け出をし、国は届出データ
や推計に基づき、排出量・移動量を
集計・公表する制度である。ＳＤＳ制
度とは、事業者による化学物質の適
切な管理の改善を促進するため、化
管法で指定された化学物質を他の事
業者に譲渡または提供する際に、ＳＤ
Ｓにより、その化学物質の特性及び取
扱いに関する情報を事前に提供する
ことを義務づけた制度である。対象
物質は、人の健康を損なう可能性な
どから選定されて、ＰＲＴＲ制度及びＳ
ＤＳ制度の対象となる第一種指定化
学物質が462種、ＳＤＳ制度だけ対象
となる第二種指定化学物質100種が
定められている。
　図４に、化管法でいう自主的な管
理促進のイメージを示す。化学物質
が 有する環境リスクを低減させるに
は、行政、事業者、市民の各主体
がそれぞれの立場から協力して取り
組む必要があり、化管法で定めるこれ
らの制度は、排出・移動量といった
基本情報を関係者間で共有してリスク
コミュニケーションを促すための仕組み
といえる。
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　3.3 毒物及び劇物取締法（毒劇法）
　 毒劇法は、日常流通する有用な化学物質のうち、主と
して急性毒性による健康被害の発生するおそれが高いもの
を、毒物または劇物に指定し保健衛生上の見地から必要
な規制を行うことを目的とした法律である。毒物または劇物
の不適切な流通や漏洩等が起きないよう、毒物劇物営業者

（製造、輸入、販売者）の登録制度、容器等への表示、
販売（譲渡）の際の手続、盗難・紛失・漏洩等防止の対策、
運搬・廃棄時の基準などが規定されている。塗料及びその
成分として使用される化学物質が、毒劇法の規制対象とな
る場合もあるので、適切な管理をして使用することが必要で
ある。
　毒物または劇物に新たに指定される判定基準の原則が、
厚生労働省ホームページ内にある化学物質の安全対策サイ
トに掲載されており、この基準をＧＨＳの分類区分に対比させ
ると、必ずしも一致するわけではないが、おおよそ図５のよう
になる。実際には、毒物または劇物の指定は、厚生労働
省の薬事・食品衛生審議会毒物劇物部会で審議され、相
応の有害性があると判断された物質が所定の手続きを経た
上で、毒物及び劇物指定令の一部改正により公布される。
この審議会での公開情報は、厚生労働省のホームページか
ら入手することができる。最近の毒物または劇物に指定され
た物質数の推移を図６に示す。

　3.4 労働安全衛生法（安衛法）
　安衛法は、職場の安全衛生を確保し、快適な作業環境
の形成を促進することを目的とした法律で、化学物質管理に
関わる「危険または健康障害を防止するための措置」につい
ては、 特定化学物質等障害予防規則（特化則）、 有機溶
剤中毒予防規則（有機則）、鉛中毒予防規則などの省令で
細かく規制されている。
　近年事業場で使用される化学物質の危険性または有害
性の調査等、事業者の化学物質管理が適切に行われてい
ないことを原因とする災害が多く発生している。この様な労働
災害の動向や最近の社会情勢の変化を考慮し、労働者の
安全と健康を確保するため、労働安全衛生法の一部を改
正する法律が平成26年６月に可決成立した。改正の概要を
次に箇条書きで示す。
　1. 化学物質管理のあり方の見直し
　2. ストレスチェック制度の創設（労働者の心理的負担の程
　　度を把握するため）
　3. 受動喫煙防止対策の推進
　4. 重大な労働災害を繰り返す企業への対応

図 4　化管法の自主的な管理促進のイメージ
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図 6　新たに毒物または劇物に指定された物質数の推移
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　5. 外国に立地する検査機関な
     どへの対応（外国に立地する
      検査機関でも、義務付けられ
      た検査を行う機関としての登
      録を受けられることとする）
　6. 規制・届出の見直し等
　このうち「1. 化学物質管理のあ
り方の見直し」の概要を図７に示
す。個別規制対象外の化学物質
でも、使用量や使用法によっては
労働者の安全や健康に害を及ぼ
すおそれがあるため、安衛法とし
てＳＤＳで通知が義務付けられてい
る640物質について、リスクアセス
メントが義務付けられることになっ
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に対して、特化則を適用して規制するもの
で、既に特化則が適用されていたエチルベ
ンゼン（平成21年対象物質）及び1,2ジクロロ
プロパン（平成23年対象物質）と合わせて、
特定化学物質の 第2類物質・ 特別有機溶
剤等に指定された。
　クロロホルムほか9物質は、有機則対象の
有機溶剤から、特化則対象の特定化学物
質（第2類物質・特別有機溶剤）へ移行した
物質であり、クロロホルムほか9物質の単一
成分の 含有率と、 特別有機溶剤と有機溶
剤との合計の含有率との関係を図で表した
のが図９である。図中のＡ１は新たに規制
対象となった範囲、Ａ２はこれまでの有機則
から特化則の規制に変わった範囲で、Ａ１と
Ａ２には特化則の要件が課せられる。Ｂは
特化則別表第１の37号に該当する範囲で、
課せられる要件は有機則と同様である。
　また、ナフタレン（平成21年対象物質）とリ
フラクトリーセラミックファイバー（平成22年対
象物質）への特化則適用が平成27年11月1
日に施行予定である。

4. 海外の化学物質管理法規制

　海外の主な化学物質管理法規制につい
ては、本シリーズ第８回「化学物質の管理に
おける国際動向」（2010年）６）に概要を掲載
しているので、参照いただきたい。以下に、
その後の最近の動向について概説する。

　4.1 アメリカ　　
　アメリカでは、2012年3月にＯＳＨＡ（労働安
全衛生局）の危険有害性周知基準（ＨＣＳ）に
ＧＨＳを導入した最終基準（ＨＣＳ2012）が公表
され、2015年6月1日から単一化学品、混合
物ともに適用された。ＨＣＳ2012は、国連ＧＨＳ

（改訂第３版）に準拠としているが、相違点と
して窒息性ガス、可燃性粉塵、自然発火性
ガスといった危険有害性の追加や、ＯＳＨＡ
の管轄外となる環境に対する有害性（水生
環境有害性、オゾン層への有害性）の分類
区分が採用されていない等の違いがある。

図 7　「１. 化学物質管理のあり方の見直し」の概要５）

※）ＲＡ：リスクアセスメント
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図 8　有害物ばく露作業報告制度の概要

公表された化学物質を年間500kg以上製造・取扱うばく露作業がある事業場

リスク評価結果をもとに、最適な健康障害防止措置を検討
し、規制化の要否、措置導入に際し必要な技術的事項の検
討を行い、オーダーメイドの対策を決定する。

ばく露実態調査

有害性情報の収集 有害性評価

ばく露評価 【リスク評価】
・リスクを判定
・要因分析
・健康障害防止対策の
必要性を判断

・必要に応じて詳細評価

国によるリスク評価

有害物質ばく露作業報告

健康障害防止対策の決定

た。施行日は、平成28年６月１日とされている。
　世界の化学物質管理に関する法規制が、ばく露とハザー
ド情報に基づくリスク管理に移行していることは既に述べた
が、日本においても国自らが労働者の化学物質にばく露をし
ている状況を把握し、これをもとにリスク評価を行い、リスクの
程度に応じて個別に規制を行うとして、労働安全衛生法第

100条及び労働安全衛生規則第95条の6に基づき、「有害物
ばく露作業報告制度」が平成18年度より実施されている。図
８に有害物ばく露作業報告制度の概要を示す。平成26年8
月に公布（同年１１月１日施行）された特化則の一部改正は、
有害物ばく露作業報告における、平成25年対象物質のうち
クロロホルムほか9物質（メチルイソブチルケトン、スチレン等）
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より前にＥＵに上市されていた混合物は2年間の猶予期間あ
り）されている。これ以降、塗料をＥＵに輸出する際には、ＣＬ
Ｐ規則に則った分類を行い、ラベル、包装への対応やＳＤＳ
が必要となる。
　また、人、動物、物品等を有害な生物から守るために使
用される殺生物性製品の上市と使用に関するバイオサイド製
品規則（ＢＰＲ）が2013年9月に発効している。ＢＰＲは、1998
年に施行されたバイオサイド製品指令（98/8/ＥＣ）を引き継ぐ
ものであるが、殺虫剤などの直接的なバイオサイド製品に加
えて、新たに処理成形品（ｔｒｅａｔｅｄ　aｒｔｉｃｌｅ）に対しても、
一定の義務が課せられ、バイオサイド製品で抗菌処理をした
家具、電気製品、防腐剤入りの塗料なども、規制の対象と
なっている。　　

クロロホルムほか 9物質の単一成分　1％超
特別有機溶剤と有機溶剤と合計して　5％以下

A1

クロロホルムほか 9物質の単一成分　1％超
特別有機溶剤と有機溶剤と合計して　5％超

A2

クロロホルムほか 9物質の単一成分　1％以下
特別有機溶剤と有機溶剤と合計して　5％以下

クロロホルムほか 9物質の単一成分　1％以下
特別有機溶剤と有機溶剤と合計して　5％超

B

特別有機溶剤と有機溶剤との合計の含有率

1%

5%

（特化則別表第 1　第 37 号で示す範囲）

図９　クロロホルムほか９物質の単一成分の含有率と
　　　特別有機溶剤と有機溶剤との合計の含有率との関係
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の
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韓国国内の製造・輸入者または代理人
（TCCAでは韓国国内の製造・輸入者のみ）

○新規化学物質
○登録対象既存化学物質（1t/年以上）
・既存化学物質の中で、化学物質評価委員会の審議を経て環境部長官が告示
・国内流通量、有害性、危険性に基づき３年毎に指定、公示
・2014年10月31日に草案（518物質）が公表、2015年5月末時点で
　未だ最終化されていない

○新規化学物質
○既存化学物質（1t/年以上）
初回：2015年分を2016年6月末までに報告

図10　韓国　化評法の概要

化学物質の登録

報告対象

≧1,000t/年
100～1,000t/年

登録対象

登録申請者

年次数量報告

2020年1月1日～
≧1,000t/年
100～1,000t/年
10～100t/年
1～10t/年

・科学研究、開発目的
・低懸念ポリマー

・非分離中間体
・ばく露が遮断されている分離中間体

登録

登録免除確認 ・既存物質からなる表面処理物質

10～100t/年
1～10t/年
0.1～1t/年

＜1t/年 ＜0.1t/年
・全量輸出、かつ10t/年以下

少量登録

～2019年12月31日

　4.2 ＥＵ
　ＥＵでは、「化学品の登録、評価、認可、制限に関するＲ
ＥＡＣＨ規則」が2007年6月に発効している。ＲＥＡＣＨ規則
では、既存・新規の区別なく、年間１ｔ以上のＥＵに上市し
ている化学物質が登録対象となるが、段階的導入物質には
登録猶予が認められており、数量帯ごとに期限が設定され
ている。100ｔ／年以上の登録猶予期限は既に終了している
が、１～ 100ｔ／年については2018年５月末が期限となってい
るので、これまでに所定の登録手続きが必要となる。
　ＧＨＳをベースとした「危険有害化学品の分類、表示、包
装に関するＣＬＰ規則」が2009年１月に発効しており、単一
化学品に対しては2010年12月１日よりＣＬＰ規則の義務化、
塗料のような混合物に対して2015年6月1日より義務化（6月1日

　4.3 中　国　　　　
　中国では、危険化学品管理について目
録管理制度を導入しており、目録の対象と
なった危険化学品は、国の関連法令に基
づき、行政許可等の手段で重点管理され
ている。危険化学品の安全管理を強化し
て、 危険化学品事故を予防・低減し、 健
康被害や環境汚染を防ぐことを目的とした
危険化学品安全管理条例が2011年12月に
施行され、対象となる目録も見直し改正され
て、危険化学品目録（2015年版）が2015年
5月に発効した。危険化学品安全管理条例
では、ラベル、ＳＤＳにＧＨＳの基準の導入を
義務付けており、国連ＧＨＳ（改訂第4版）に
準拠した化学品分類及び 安全標示規範Ｇ
Ｂ30000シリー ズの 中国国家標準が、2014
年11月より適用されている。中国へ塗料等
を輸出する際には、これら法規に則った、中
国語表記のラベル、ＳＤＳを準備する必要が
ある。

　4.4 韓　国　
　韓国では、従来の「有害化学物質管理法

（ＴＣＣＡ）」から、 対象範囲を既存化学物
質にまで広げた、「化学物質の登録及び評
価等に関する法律」（化評法；Ｋ-ＲＥＡＣＨと
も呼ばれている）が、2015年１月に施行され
た。化評法では、ＥＵのＲＥＡＣＨ規則の概
念を多く取り入れられており、新規化学物質
に加えて登録対象既存化学物質の登録、
年次数量の報告、消費者用製品の申告な
どの新たな義務が課せられている。概要を
図10に示す。2015年４月時点では、 下位
法令の告示や指針書が続 と々公開されてい
る状況にある。
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　4.5 台　湾　　
　台湾では、新たに新規化学物質届出制度が、職業安全
衛生法（職安法；旧労工安全衛生法）と毒性化学物質管理
法（毒管法）のそれぞれの下に公布され、職安法では2015
年1月1日に 施行、 毒管法では2014年12月11日に 施行され
た。これらは、ＥＵ、米国、中国、韓国、日本等の法規内
容を参考に策定されたといわれており、職安法では新規化
学物質について登録を、毒管法では新規化学物質と既存
化学物質についての登録を義務付けている。これら法令の
施行に先立ち、2011年12月31日までに台湾で製造・輸入さ
れた物質の届出により、既存化学物質インベントリーの整備
が行われ、2014年11月25日に最終版が公表された。このイ
ンベントリーに収載されていない物質が、新規化学物質とな
る。新規化学物質、既存化学物質の登録の概要を図１１
に示す。なお、法施行後2015年12月31日までの間に、台湾

一般物質

発癌性、変異原性、
生殖毒性

科学研究

研究開発用途

中間体

ポリマー

低懸念ポリマー

図11　台湾　新規化学物質、既存化学物質の登録の概要

0.1 t/年 1 t/年 10 t/年 100 t/年 1,000 t/年

【毒性化学物質管理法】
対象物質

【職業安全衛生法】
対象物質 新規化学物質 既存化学物質

登録対象とする既存
化学物質リストを公示

第一段階登録
（製造・輸入0.1t/年）

少量登録 簡易登録

標準登録

簡易登録
標準登録

少量登録 簡易登録
標準登録

少量登録 簡易登録
標準登録

少量登録 簡易登録
標準登録

少量登録

事前確認が必要

【新規化学物質の登録の種類】

登 録

標準登録

第1級 第2級 第3級 第4級

第1級 第2級 第3級 第4級

第1級

第1級

第1級

第1級

標準登録： 数量に応じて「第1級」～「第4級」に区分され、要求される試験データが異なる

台湾国内の製造または輸入数量（t/年）

で初めて製造・輸入される場合には、経過措置として「少量
登録」することで、規定された類別の登録を１年間猶予する
ことができるとされている。
　また、登録の主体は、台湾国内の製造・輸入者とこれら
の者から委託された代理人のみで、ＥＵや韓国とは異なり、
台湾国外の製造・輸出者が代理人を指名することはできな
いとされている。

　4.6 トルコ
　トルコでは、環境都市計画省（ＭｏＥＵ）が、化学物質の
登録、評価、認可及び制限に関する規約（ＫＫＤＩＫ :トル
コＲＥＡＣＨとも呼ばれている）の草案を公表しており、2015
年中に公布される予定といわれている。この概要としては、
2018年12月31日以前にトルコ国内で製造または輸入された
物質について、2015年12月31日から2018年12月31日の期間
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2015年 2016年 2017年
（単一物質）
（混合物）
（単一物質）
（混合物）
（単一物質）
（混合物）
（単一物質）
（混合物）

（単一物質）
（混合物）
（単一物質）
（混合物）
（単一物質）
（混合物）
（単一物質）
（混合物）
（単一物質）
（混合物）
（単一物質）
（混合物）

図12　各国のＧＨＳ導入時期　
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に登録手続きを必要とするものである。また、ＧＨＳやＥＵのＣ
ＬＰ規則に準じた、物質及び混合物の分類、表示ならびに
包装に関する規約（ＳＥＡ）が、2013年12月に公布、有害物
質及び混合物のＳＤＳの記載に関する規約が2014年12月に
公布されており、単一化学品については2015年6月1日より適
用、混合物については2016年6月1日から適用される。

　4.7 東南アジア地域
　東南アジア地域では、ＧＨＳの法制化を中心とする化学物
質管理規制が進められており、混合物に対しては2015年か
ら2017年にかけて、それぞれの国でＧＨＳの導入が予定され
ている。2015年4月調査時点での、各国のＧＨＳ導入時期
を図12に示す。

5. リスク評価

　これよりリスク評価について概説する。前述した日本の安
衛法改正でもリスク評価を義務化しているように、化学物質
管理がハザード管理からリスク管理に移行するなかで、今
後、リスク評価が重要になってくる。
　一般的にリスクとは、何らかの望ましくないことが起こる可
能性のことをいい、化学物質のリスクでは、化学物質に曝さ
れることにより生じる、例えば皮膚の炎症や癌の発症などの
有害影響を生じる可能性をさす。つまり、化学物質のリスク
の大きさは、化学物質固有の「有害性」と、化学物質に曝さ

れる「ばく露量」によって決まる。リスク評価とは、「ばく露量」と
「無影響量」（人や環境中の生物へ有害性影響の生じない
量）との大小を比較してリスク判定することであり、次のような
関係式で表わすことができる。
　　　リスク判定比（ＲＣＲ）＝ばく露量／無影響量
　　　RCR：Risk Characterization Ratio
ばく露量が無影響量より大きい場合、つまりＲＣＲが１以上の
場合にはリスクが高いと評価し、詳細なアセスメント及びリスク
を低減させる対策を行い、ＲＣＲが１未満となるように管理す
ることが必要である。リスク評価の概念を図１３に示す。

図13　リスク評価の概念

【有害性評価】 【ばく露評価】

リスク評価

動物、魚類等を
用いた有害性試
験データ

人や環境中の生物
へ悪影響が出ない
量（無影響量）の
推定

化学物質の排出量
の推定

人や環境中の生物
のばく露量の推定

リスクの低減対策

無影響量とばく露量との比較

リスク管理
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図14　コントロールバンディングの概要

　5.1 リスク評価手法
　リスク評価の手法としては、ばく露量や無影響量を求めるこ
となく、簡便に実施できる手法としてコントロールバンディング
がある。この手法は、評価項目をいくつかのバンドに分け、
図14に示すような簡単なマトリックスを用いて定性的にリスク
評価する手法である。詳細については本シリーズ第10回「化
学物質管理におけるリスク評価手法について」（2013年）７）を
参照いただきたい。
　コントロールバンディングを用いた評価ツールとして、例
えば国際労働機関（ＩＬＯ）が公表している「Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ 
Ｃｈｅｍｉｃａｌ Ｃｏｎｔｒｏｌ Ｔｏｏｌｋｉｔ」をもとにした、日本の厚生労働
省の「リスクアセスメント実施支援システム」があり、Ｗｅｂ上で
厚生労働省・ 職場の 安全サイト（http://anzeninfo.mhlw.
go.jp/）から利用することができる。このシステムでは、化学
物質を取扱う作業ごとに、ＧＨＳ分類情報に基づく「化学物
質の有害性」、「物理的形態（揮発性/飛散性）」、「取扱量」の
3つの要素の情報を入力すると、４段階にランク分けされたリ
スクの程度、ランクに応じた一般的な管理対策が示される。

a
b
c

混合物Ａ

①【混合物 A のデータが有る】 →リスク判定：RCR 混合物 A

②【成分 a，b，c の作用機序に類似性がない】
　（作用機序が独立している）

→リスク判定：RCRa , RCRb , RCRc

　　　　　　　（それぞれの物質毎に判定）

③【成分 a，b，c の作用機序に類似性があるまたは不明】→リスク判定：RCRa+RCRb+RCRc

　　　　　　　（加算して判定）

図15　混合物のリスク評価のイメージ

ａ，ｂ，ｃの３成分からなる混合物Ａのリスクを評価する場合

コントロールバンディングは、専門的知識がなくても利用できる
一方で、かなり安全側にリスクが評価されることや、換気設
備等の工学的対策の効果が考慮されない等、必要に応じて
さらに詳細なリスク評価を要する場合もある。
　その他、ＥＵの欧州化学品庁（ＥＣＨＡ）が、リスク評価と
して使用することを推奨しているツールとして「ＥＣＥＴＯＣ-ＴＲ
Ａ」がある。ＲＥＡＣＨ規則では、リスクがコントロールされる
条件を明らかにすることが求められているので、これに対応す
るために欧州化学物質環境毒性センター（ＥＣＥＴＯＣ）が開
発したシミュレーションモデルが「ＥＣＥＴＯＣ-ＴＲＡ」で、リスク
評価に関する専門家でなくても、容易に、実務的に、しかも
科学的なリスク評価のできるツールの一つとされ、「作業者」、

「消費者」、「環境」へのばく露に対応している。詳細につい
ては、ＥＣＥＴＯＣのホームページ（http://anzeninfo.mhlw.
go.jp/）を参照いただきたい。また、（一社）日本化学工業協会
より、日本語画面でリスク評価の計算に必要な諸条件を入
力すると、自動的に「作業者」へのばく露について「ＥＣＥＴＯ
Ｃ-ＴＲＡ」で計算できるシステムの「ＧＳＳＭａｋｅｒ」が、リスクア
セスメントツールとして会員限定で公開されている。

　5.2 混合物のリスク評価
　現在のところ、世界的に認められた混合物の定量的なリス
ク評価手法は確立しておらず、国際的に検討が進められて
おり、以下に最近の動向について概説する。
　国際化学工業協会協議会 （ＩＣＣＡ：International Coun
cil of Chemical Association）発行の『ケミカル・リスクアセス
メント・ガイダンス（第２版）』８）には、混合物の定量的リスク評
価に対するアプローチが記載されている。これによると、混合
物自体の直接的な毒性データを入手できる場合と、実際の
データが入手困難な場合に分けて、前者では単一の化学
物質評価と同じプロセスに従って評価し、後者では混合物
に含有する個々の成分の解析を通じて評価するとしている。
通常は、混合物自体の毒性データを入手することは困難な
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手法名 概　　　要
EU で提案されている手法

DPD+ EU 危険調剤指令（DPD）の分類結果と成分濃度
を主として用いる

CCA ・「DPD+」よりも精緻な手法
・無影響量の情報が必要

LCI 「DPD+」と「CCA」のそれぞれの利点を活かして
改良した方法

（一社）日本化学工業協会が検討している手法

GHS の分類結果と成分濃度を主に用いる

図16　混合物におけるリード物質の決め方手法の概要

GHS 法
（GHS-based 
approach）

ので、混合物に含有する個々の成分の情報をベースに、混
合物のリスクを判定することになる。混合物の各成分の作
用機序（有害性を発現させる作用機構）に類似性がない場
合には、各成分それぞれのＲＣＲを個別に判定し、作用機
序に類似性があるかまたは不明な場合には、各成分それぞ
れのＲＣＲを加算して混合物のＲＣＲとするという考え方が主
流になってきている。図15にこの考え方のイメージを、３成
分からなる混合物を例として示す。混合物の成分の作用機
序に類似性を持つかまたは不明の場合に、全成分と全ばく
露経路についてＲＣＲを求めるのでは時間と手間が掛かるの
で、より効率的にリスク評価するために、混合物の有害性を
左右する成分（リード物質）を選び、リード物質のＲＣＲから混
合物のリスク評価をするという考え方がある。リード物質の決
め方については、いくつかの手法が提案されており、これらの
手法の概要を図16に示す。図16中のＧＨＳ法（GHS-based 
approach）は、（一社）日本化学工業協会がＪＩＰＳ活動の一環
として検討を進めている混合物のリスク評価手法で、近いう
ちに「ＪＩＰＳ混合物リスク評価のためのガイダンス」が公表され
ることになっている。

6. おわりに

　これまで述べてきたように、世界各国、地域において、化
学物質管理における2020年の目標にむけて、ＳＡＩＣＭに対
応するための規制が厳しくなってきている。有益な化学物質
を取扱い、これらを組み合わせることで様 な々付加価値製品
を生み出すことを使命とする塗料産業にあっては、規制で義
務付けられる法令遵守はもちろんのこと、我々が化学物質を
取扱う際や、製造した製品が使用される時、あるいは廃棄さ
れた時にもたらされるかもしれないリスクを最小化するために、
適切なリスク評価とこれに関連する情報の入手及び使用者
への的確な情報伝達が重要になってくる。これらを支援する
ものとして、経済産業省では、新たな情報伝達スキーム（ｃｈ
ｅｍＳＨＥＲＰＡ）の策定や、日本とＡＳＥＡＮ各国の化学物質
規制情報を網羅したデータベース（ＡＪＣＳＤ）の構築等の取
り組みが進められている。また、（一社）日本化学工業協会で
は、化学物質の有害性情報の収集やリスク評価及び関連
情報の収集を支援するポータルサイト（ＢＩＧＤｒ）をホームペー
ジに開設している。今後、このような化学物質管理を支援す
る仕組みのさらなる充実と、活用が望まれるところである。
本稿の内容が、塗料に関わる方々にとって、適切かつ効果
的な化学物質管理を推進する上で参考となれば幸いである。
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